大江町共同企業体運用基準
第１　特定建設工事共同企業体

　大江町（以下町という）が大規模であって技術的難度の高い工事について、確実かつ円滑な施工を図ることを目的として結成する共同企業体（以下第１において「特定建設工事共同企業体」という。）を相手方とする必要がある場合の取り扱いは、次のとおりとする。

１　対象工事

特定建設工事共同企業体による施工対象工事は、土木、建築に係る大規模かつ技術的難度の高い建設工事であって、設計金額が３億円以上のものとする。ただし、特殊な技術を要する建設工事で、確実かつ円滑な施工を図るため技術力等を特に結集する必要があると認められるものについては、設計金額が３億円以下であっても特定建設工事共同企業体による施工対象とすることができる。

２　特定建設工事共同企業体の内容

（１）構成員の数

　　　構成員の数は、２又は３社とする。

　　　ただし、協業関係が確保され、円滑な共同施工の確保に支障を生じないと認められる場合に限り、５社までとすることができるものとする。

（２）組み合わせと結成方法

　　　イ　発注工事に対応する工事種別の有資格業者（大江町建設工事等指名業者選定審査要領（昭和５３年訓令第１号）第８条第１項に規定する指名競争入札参加資格者名簿に登載されている者をいう。以下同じ。）のみの組み合わせとする。

　　　ロ　組み合わせは、工事ごとに有資格業者の中で自主結成により行うものとする。

　　　ハ　組み合わせの種類は次のとおりとする。

　　　（イ）　町内建設業者と町外建設業者による共同企業体

　　　　　　　町内建設業者と町外建設業者により、町が指定する方法により構成されたもの。

（ロ）　町外建設業者による共同企業体

町外建設業者により、町が指定する方法により構成されたもの。

（ハ）　町内建設業者による共同企業体

町内建設業者により、町が指定する方法により構成されたもの。

（３）構成員の技術的要件等

　　構成員は、少なくとも次に掲げる要件を満たすものとする。ただし、イについては構成員のうち一部の者が当該要件を満たせば足りるものとする。

　　イ　発注工事を構成する一部の工種を含む工事について元請けとして施工実績があるか、又は当該工事と同種の工事を施工した経験があること。

　　ロ　発注工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）の許可業種につき、許可を有してからの営業年数が５年以上（相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合は、許可を有してからの営業年数が５年未満であってもこれを同等として取扱う。）あること。

ハ　発注工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を、工事現場に専任で配置することができること。

（４）出資比率要件

　　　すべての構成員の出資比率は、均等割の１０分の６以上とする。

（５）代表者要件

　　　代表者は、原則として建設業法第１５条の規定に基づく特定建設業の許可を有しており、他の構成員より大きな施工能力を有する者とする。また、代表者の出資比率は、構成員中最大であるものとする。

３　資格審査等

（１）町は、特定建設工事共同企業体を競争入札に参加させようとするときは、あらかじめ構成員の組合せや技術的要件等を公告し、これにより入札参加希望者に資格認定の申請を行わせるものとする。その申請の際には、建設工事入札参加資格審査申請書に、次に定める書類を添えて、町に提出するものとする。

　　　イ　共同企業体協定書

　　　ロ　その他、発注者が必要と認める書類

（２）町は、（１）の申請を受けた特定建設工事共同企業体について、資格審査を行い、的確な者を有資格業者として認定するものとする。

（３）（２）による認定は、認定の対象となった工事についてのみ有効とするものとする。

４　契約方式等

　３の（１）の規定により申請を受け付けた工事に係る契約の相手方の決定は、３の（２）の規定により有資格業者と認定された特定建設工事共同企業体の中から競争に参加するものを指名し、入札に付することにより行うものとする。

第２　経常建設工事共同企業体

　中小建設企業の振興を図るため、優良な中小建設業者が継続的な協業関係を確保することにより、その経営力、施工力を強化することを目的として年間を通じて結成された共同企業体（以下第２において「経常建設工事共同企業体」という。）を相手方とする必要がある場合の取り扱いは、次のとおりとする。

１　経常建設工事共同企業体の内容

（１）構成員の数

　　　構成員の数は、２又は３社とする。

　　　ただし、継続的な協業関係が確保され、円滑な共同施工の確保に支障がないと認められるときは、５社までとすることができる。

（２）構成員の資格

　　構成員は、次に掲げる要件を満たすものとする。

　　イ　入札参加資格申請を行う工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）の許可業種につき、許可を有してからの営業年数が３年以上（相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合においては、許可を有してからの営業年数が３年未満であってもこれを同等として取扱う。）あること。

ロ　入札参加資格申請を行う工事と同種の工事について、元請けとして施工実績を有すること。ただし、元請けとしての施工実績がない構成員で当該工事を確実かつ円滑に共同施工できる能力を有すると認められる場合は、この限りではない。

　　ハ　入札参加資格申請を行う工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者が存し、工事の施工に当たっては、これらの技術者を工事現場に専任で配置することができること。

（３）組み合わせ

　　　構成員の組み合わせは、次に掲げる要件を満たすものとする。

　　　イ　県内に営業所を有する山形県知事許可業者による組み合わせであること。

　　　ロ　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条の要件を満たす中小企業者による組み合わせであること。

　　　ハ　入札参加資格審査申請時の年度に、指名競争入札参加資格者名簿に登載された有資格業者による組み合わせであること。

（４）出資比率要件

　　　すべての構成員の出資比率は、均等割の１０分の６以上とする。

（５）代表者要件

　　　代表者は、原則として、出資比率の最大の者とする。

２　資格審査等

（１）町工事の指名競争入札に参加しようとする経常建設工事共同企業体は、建設工事入札参加資格審査申請書に、次に定める書類を添えて、町に提出するものとする。

　　　イ　構成員の印鑑証明書

　　　ロ　構成員の経営事項審査結果通知書の写し

　　　ハ　共同企業体協定書

　　　ニ　その他発注者が必要と認める書類

（２）一の有資格業者が町に入札参加申請できる経常建設共同企業体は、一とするものとする。

第３　建設工事に係る調査、測量、設計、監理等の業務の施工に関する共同企業体

　単体企業等の経営力、施工力を強化することを目的として年間を通じて結成された共同企業体（以下第３において「業務共同企業体」という。）を相手方とする必要がある場合の取り扱いは、次のとおりとする。

１　業務共同企業体の内容

（１）構成員の数

　　　構成員の数は、２又は３社とする。

　　　ただし、継続的な協業関係が確保され、円滑な共同施工の確保に支障がないと認められるときは、５社までとすることができる。

（２）構成員の資格

　　構成員は、次に掲げる要件を満たすものとする。

　　イ　入札参加資格申請を行う業務に対応する業務の区分について大江町建設工事等入札参加資格を有していること。

ロ　入札参加資格申請を行う業務に係る営業年数が３年以上（相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場合においては、許可を有してからの営業年数が３年未満であってもこれを同等として取扱う。）あること。

ハ　入札参加資格申請を行う業務について、元請けとして施工実績を有すること。ただし、元請けとしての施工実績がない構成員で当該業務を確実かつ円滑に共同施工できる能力を有すると認められる場合は、この限りではない。

（３）組み合わせ

　　　構成員の組み合わせは、次に掲げる要件を満たすものとする。

　　　イ　県内に営業所等を有する業者による組み合わせであること。

　　　ロ　入札参加資格審査申請時の年度に、指名競争入札参加資格者名簿に登載された有資格業者による組み合わせであること。

（４）出資比率要件

　　　すべての構成員の出資比率は、均等割の１０分の６以上とする。

（５）代表者要件

　　　代表者は、原則として、出資比率の最大の者とする。

２　資格審査等

（１）発注業務の指名競争入札に参加しようとする業務共同企業体は、建設工事入札参加資格審査申請書に、次に定める書類を添えて、町に提出するものとする。

　　　イ　共同企業体協定書

　　　ロ　その他発注者が必要と認める書類

（２）一の有資格業者が町に入札参加申請できる業務共同企業体は、一とするものとする。

第４　指名の制限

　建設工事等について共同企業体を指名したときは、当該工事等について指名を行った共同企業体の構成員となっている単一の有資格業者には、指名できないものとする。

第５　実施期日等

１　この基準は、平成５年４月１日（以下「実施日」という。）から実施するものとする。

２　この基準の実施日において、現に存する共同企業体の取り扱いについては、平成４年度に限り、なお従前の例によることができるものとする。

　３　この基準の実施日前に共同企業体と請負契約を締結した工事で、未だ完了していないものについては、この通知の実施日後についても、当該工事が完了するまでの間、その工事について当該共同企業体を契約の相手方とすることができるものとする。

附　則

この基準の一部改正は、平成１８年４月１日から適用する。

この基準の一部改正は、平成２８年９月２３日から適用する。

